
 
 
 
 

水災害リスクに土地利用からアプローチする施策の評価
―実証研究のレビュー―

一般財団法人土地総合研究所 研究員 白川 慧一
しらかわ けいいち

．はじめに

水害に限らず、地震、津波、土砂災害といった

災害リスクに対しては、建物の補強やかさ上げ、

堤防やダムなどの防災インフラの強化といった個

別の対策だけでなく、土地利用計画の策定や直接

の建築規制などの手法を通じて、土地利用の側面

から災害リスクを抑える取り組みもあわせて行わ

れている。本特集号で紹介されている一連の水災

害に対応した法制度も、そのような取り組みの中

に位置づけられるものである。

後述する既往研究が指摘する通り、現下の人口

減少と高齢化の進行は、予算の縮小と担い手不足

という形で、防災インフラの維持をより困難にし

ている。同時に、近年の異常気象を背景とした豪

雨、台風などによる水災害の激甚化により、水害

対策の必要性はますます高まっている。こうした

背景から、土地利用からの水災害リスクへのアプ

ローチの重要性は、以前よりも増してきていると

考えられる。

土地利用からの災害リスクへのアプローチは、

災害リスクの高い地域に居住するのを避けてもら

う、あるいはより災害リスクの低い地域へと転出

してもらうなどの、個人の行動変容を期待するも

のである。よって、施策の必要性、効果を評価す

る上では、高リスクエリア内の人口動態が、第一

の評価指標となる。加えて、そうした個人の行動

変容を起こしうる要因である不動産価格、地価や

保険料の変動なども、施策の間接的な評価指標と

なり得る。

本稿では、主に日本を対象とした実証研究を中

心に、災害リスクエリア内の人口動態の推計、不

動産価格への影響に関する既往研究をレビューし

ていくことで、土地利用からの災害リスクへのア

プローチの評価への知見を整理する。

．災害リスクエリア内人口による評価

水災害リスクを土地利用の側面から捉える際の

第一のアプローチは、災害リスクエリア内の居住

人口、将来人口、あるいは人口移動を推計するも

のである。高リスクエリア内の人口動態に着目す

る方法は、過去に発生した災害による被害者数、

あるいは被害額などを用いる方法では捉えきれな

い、将来起こり得る災害による被害の可能性も含

めて水災害リスクを評価できる点が特徴である。

既往研究における分析手法

災害リスクエリア内の人口推計を行う実証研究

は、現状および将来の災害リスクを総合的に評価

する目的で行われることが多い。そのため、水害

に限らず、地震、土砂災害など様々な災害リスク

が分析の対象とされている。

既往研究では、災害リスクを人口から捉える際、

リスクエリアを含むメッシュの人口を集計する

（例えば大原 、池永・大原 、柳原

他 ）、あるいはリスクエリアと調査単位が

重複する面積で人口を按分したものを集計する
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（例えば松中他 、秦・前田 、松中

他 、野澤他 ）といった手法によっ

て、高リスクエリア内の人口を推計している。メ

ッシュを用いる方法は、自治体単位あるいは町丁

目単位で人口を集計する方法に比べて、災害リス

クの高いエリアのみを対象に人口を集計できるよ

うになるため、より実態に即した評価となり得る。

メッシュ人口として用いられることが多いのは、

国勢調査 次メッシュ（ メッシュ）人口、同

ｍメッシュ人口である。メッシュごとの将来人

口に関しては、平成 年に国土政策局が公表した、

年の国勢調査に基づく 年までの将来人

口推計が国土数値情報にて提供されているため、

このデータを用いる研究も見られる。

災害リスクの指標として用いられているデータ

は、地震リスクは確率論的地震動予測地図、洪水、

土砂災害は国土数値情報の洪水浸水想定区域図、

土砂災害危険箇所であることが多いものの、独自

のハザードマップを用いる研究や、標高などの指

標により評価を試みる研究も見られる。

日本での実証研究

ここでは、災害の種類を水災害に限定せず、災

害リスクエリア内の人口を推計した実証研究にお

ける知見を整理する。各研究においては、多少の

差はあるものの、おおむね全体的に、災害リスク

エリア内人口のこれまでの増加傾向と将来的な減

少予測、地域別に見たときには市街化調整区域な

どに立地する新規市街地における災害リスクエリ

ア内人口の増加傾向が示されている。

大原 は、内閣府が 年に発表した想

定津波浸水域を含む国勢調査 次メッシュ将来人

口を推計し、想定浸水域においては、全国推計値

を上回る人口減少が予測されることを明らかにし

ている。池永・大原 は、地震、洪水、土砂

災害の各リスクエリア内の個別地域ごとの人口減

少率と曝露人口割合を都道府県単位で推計し、そ

れぞれの地域における施策の方向性を考察してい

 

る。松中他 は、全国の地震、洪水、土砂災

害リスクに曝される人口を ｍメッシュ国勢調

査人口の面積按分により算出し、浸水の恐れがあ

る地域に居住する人口の割合は、 年から

年の間に ％増加していること、三大都市圏で

は市街化調整区域より市街化区域の方が曝露人口

の割合が高いこと、三大都市圏以外では農地から

新たに転換した市街地や市街化調整区域の方が曝

露人口の割合が高いことを明らかにしている。

秦・前田 は、浸水想定区域内外の ｍメ

ッシュ国勢調査人口および世帯数を面積按分によ

り算出し、全国的な浸水想定区域内人口および世

帯数の増加傾向を明らかにしている。柳原他

は、シナリオ別の洪水・内水氾濫・斜面崩

壊の曝露人口を、国勢調査 次メッシュ人口をも

とに推計し、ハザード別に高リスクエリア内人口

が少なくなるシナリオを考察している。松中他

は、全国の津波、地震、洪水、土砂災害リ

スクに曝される人口を国土数値情報の ｍメッ

シュ将来推計人口の面積按分により算出し、津波

については将来的に曝露人口が減少傾向、洪水に

ついては増加傾向にあることを明らかにしている。

押領司他 は、広島県を対象に、水害、土砂

災害リスク曝露人口を国土数値情報の ｍメッ

シュ将来推計人口をもとに算出し、将来的に曝露

人口が減少傾向にある一方で、曝露人口割合は増

加傾向にあることを明らかにしている。野澤他

は、 が作成・公開した「全国ハザード

マップ」の浸水想定区域内の ｍメッシュ国勢

調査人口を面積按分して算出し、浸水ハザードエ

リア人口が都市計画区域内において増加傾向にあ

ることに加えて、特に市街化調整区域内の浸水深

ｍ以上の浸水ハザードエリアにおいて人口増加

が顕著な市町村が見られることを明らかにしてい

る。

以上の研究がいずれも災害リスクエリア内の人

口を見たものであるのに対し、リスクエリア内外

での人口移動を全国で見た研究となると、

も指摘するように、その数は少ない。

は、南海トラフ地震の被害予
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（例えば松中他 、秦・前田 、松中

他 、野澤他 ）といった手法によっ

て、高リスクエリア内の人口を推計している。メ

ッシュを用いる方法は、自治体単位あるいは町丁

目単位で人口を集計する方法に比べて、災害リス

クの高いエリアのみを対象に人口を集計できるよ

うになるため、より実態に即した評価となり得る。

メッシュ人口として用いられることが多いのは、

国勢調査 次メッシュ（ メッシュ）人口、同

ｍメッシュ人口である。メッシュごとの将来人

口に関しては、平成 年に国土政策局が公表した、

年の国勢調査に基づく 年までの将来人

口推計が国土数値情報にて提供されているため、

このデータを用いる研究も見られる。

災害リスクの指標として用いられているデータ

は、地震リスクは確率論的地震動予測地図、洪水、

土砂災害は国土数値情報の洪水浸水想定区域図、

土砂災害危険箇所であることが多いものの、独自

のハザードマップを用いる研究や、標高などの指

標により評価を試みる研究も見られる。

日本での実証研究

ここでは、災害の種類を水災害に限定せず、災

害リスクエリア内の人口を推計した実証研究にお

ける知見を整理する。各研究においては、多少の

差はあるものの、おおむね全体的に、災害リスク

エリア内人口のこれまでの増加傾向と将来的な減

少予測、地域別に見たときには市街化調整区域な

どに立地する新規市街地における災害リスクエリ

ア内人口の増加傾向が示されている。

大原 は、内閣府が 年に発表した想

定津波浸水域を含む国勢調査 次メッシュ将来人

口を推計し、想定浸水域においては、全国推計値

を上回る人口減少が予測されることを明らかにし

ている。池永・大原 は、地震、洪水、土砂

災害の各リスクエリア内の個別地域ごとの人口減

少率と曝露人口割合を都道府県単位で推計し、そ

れぞれの地域における施策の方向性を考察してい

 

る。松中他 は、全国の地震、洪水、土砂災

害リスクに曝される人口を ｍメッシュ国勢調

査人口の面積按分により算出し、浸水の恐れがあ

る地域に居住する人口の割合は、 年から

年の間に ％増加していること、三大都市圏で

は市街化調整区域より市街化区域の方が曝露人口

の割合が高いこと、三大都市圏以外では農地から

新たに転換した市街地や市街化調整区域の方が曝

露人口の割合が高いことを明らかにしている。

秦・前田 は、浸水想定区域内外の ｍメ

ッシュ国勢調査人口および世帯数を面積按分によ

り算出し、全国的な浸水想定区域内人口および世

帯数の増加傾向を明らかにしている。柳原他

は、シナリオ別の洪水・内水氾濫・斜面崩

壊の曝露人口を、国勢調査 次メッシュ人口をも

とに推計し、ハザード別に高リスクエリア内人口

が少なくなるシナリオを考察している。松中他

は、全国の津波、地震、洪水、土砂災害リ

スクに曝される人口を国土数値情報の ｍメッ

シュ将来推計人口の面積按分により算出し、津波

については将来的に曝露人口が減少傾向、洪水に

ついては増加傾向にあることを明らかにしている。

押領司他 は、広島県を対象に、水害、土砂

災害リスク曝露人口を国土数値情報の ｍメッ

シュ将来推計人口をもとに算出し、将来的に曝露

人口が減少傾向にある一方で、曝露人口割合は増

加傾向にあることを明らかにしている。野澤他

は、 が作成・公開した「全国ハザード

マップ」の浸水想定区域内の ｍメッシュ国勢

調査人口を面積按分して算出し、浸水ハザードエ

リア人口が都市計画区域内において増加傾向にあ

ることに加えて、特に市街化調整区域内の浸水深

ｍ以上の浸水ハザードエリアにおいて人口増加

が顕著な市町村が見られることを明らかにしてい

る。

以上の研究がいずれも災害リスクエリア内の人

口を見たものであるのに対し、リスクエリア内外

での人口移動を全国で見た研究となると、

も指摘するように、その数は少ない。

は、南海トラフ地震の被害予

測を事例に、 年に想定被害がより高リスクに

改訂されたことに伴う各市町村の住民基本台帳人

口移動への影響を検証しており、災害リスク情報

の改訂は高リスク市町村への人口流入を抑えるこ

と、その効果は高齢者よりも勤労世代で大きいこ

とを明らかにしている。

人口を指標とすることの問題点

災害リスクエリア内の人口を抑えることは、被

害を受ける可能性を低くするという意味で、直接

の効果がある。人口に着目することは、現状の土

地利用規制が災害リスクの高いエリアでの新規開

発を止められていないことを定量的に表すことで、

土地利用規制制度を批判する根拠となり得る。あ

るいは、新規開発を抑えることで期待される災害

リスクエリア内人口の抑制効果を推計するといっ

た形で、土地利用からの災害リスクへのアプロー

チの効果を示す指標として用いることもできる。

ただし、注意しなければならないのは、指標と

しての人口はあくまでも結果であって、たとえ高

リスクエリア内人口が減少したとしても、単に過

疎化による影響なのか、防災インフラ整備の進捗

に伴う想定リスクの低減による影響なのか、ある

いは個人の選択が偶然に重なった結果なのか、と

いった原因を特定することは困難である。現実に

は、災害リスクだけでなく、不動産価格の変化、

就職・転勤・転職などによるライフステージの移

行、介護や相続など、それぞれの要因が複雑に絡

み合って個人の居住地選択が積み重なることで、

目に見える人口増減という結果になって現れてい

ると考えられる。人口増減の要因の特定のために

は、複数の要因を検証することはもとより、個別

地域ごとの事情、時代背景も考慮しなければなら

ない。そうした要因が特定されなければ、政策介

入による影響を人口の推計結果から予測すること

ができても、そのメカニズムを理論的に説明する

ことができず、ひいてはその要因に対応してどの

ような政策介入を行うべきかを明らかにすること

もできない。

．水災害リスクの不動産価格への影響による評

価

水災害リスクを土地利用の側面から捉える際の

もう一つのアプローチは、結果として現れること

になる個人の行動に影響を与える要因の方に着目

することである。特に不動産価格や地価は、当該

不動産が災害リスクによって将来被り得る損失を

市場を通じて具体的な金額という形で反映するも

のであると同時に、個人の居住地選択に影響を与

える要因となる。水災害リスクの不動産価格への

影響に着目した研究は 年代から既に存在し

ており、当初は洪水被害や水災害リスク対策によ

る便益を評価するために行われていた。近年にな

って、ハザードマップが作成・公表されるように

なってからは、リスク情報の提供による効果に着

目した研究が行われている。

既往研究における分析手法

水災害リスクと土地利用の関係を不動産価格か

ら捉える際には、いくつかの理論的な前提となる

枠組みがある。

ヘドニックアプローチ

まず、本来市場で直接取引されるものではない

水災害リスクなどの非市場財の価値が不動産価格

に反映されているという、キャピタリゼーション

仮説である。この前提が成立しているとき、水災

害リスクの指標、例えば浸水想定区域の内外の別

を説明変数に置いたヘドニック価格関数により、

災害リスクを反映した不動産価格を説明できる。

 
本稿で紹介する既往研究は、いずれも日本を対象とし

たものである。対象地域を海外まで広げれば、さらに膨

大な既往研究が存在する。海外の研究を含めたレビュー

は白川 参照。

なお、日本で想定される水災害リスクは河川の氾濫を

原因とするものが多いのに対し、米国ではハリケーンや

海面上昇による影響を検証した研究も見られる。ここで

はこれらを区別することなく一律に、水災害による浸水

リスクとして扱う。

例えば宮田・安邊 は、北海道千歳川流域を対

象に、地価関数の推定により、北海道開発局の氾濫想定

シミュレーション結果に基づく治水事業便益の計測を

行い、従来からの被害額をもとに便益を計測する手法と

の比較を行っている。
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以降で紹介する既往研究の多くは、このヘドニ

ックアプローチに立っている。近年の の普及

は、位置情報を持った不動産価格データと水災害

リスクエリアとを空間結合することによって、当

該不動産の価格と水災害リスク情報とを紐づける

ことを容易にしている。

差の差法

次に、水災害の発生や施策の実施など、特定の

イベント前後での不動産価格への影響の比較を行

うための、差の差

法の導入である。差の差法では、着目する災害リ

スクエリア内の価格データを処置群、それと比較

対象にする価格データを統制群とみなし、何らか

のイベントの前後で処置群にのみ有意な価格差が

見られたとき、その災害リスクは不動産価格に影

響を有しているとみなされる。理想的には、全く

同じ不動産で、例えばハザードマップを公開した

場合とハザードマップを公開しなかった場合との

間で当該不動産の価格差が検証できれば、他の除

外変数によるバイアスを完全にコントロールでき

る。しかしながら、現実社会を対象とする社会科

学では、時間を巻き戻してハザードマップの公開

非公開を変えることなど到底できず、そうした実

験科学のような厳密さは実現不可能である。その

ため、統制群には、災害リスクエリア外の価格デ

ータを、例えば駅からの距離や面積、用途地域の

種別などの要因をコントロールして用いるのが通

例である。災害リスクエリア内外の、他の条件が

ほぼ同一の不動産同士で比較した場合の価格差を

求めることによって、不動産価格への影響を比較

することができるようになる。

空間的依存性の考慮

加えて、一部の研究においては、そもそも不動

産価格データというものが、価格と共に不動産の

立地、位置に関する情報を持っている空間データ

 
4 数は少ないが、同じ物件が複数回取引されたときの状

況の違いによる価格差に着目して、災害リスクの変化に

よる価格への影響を検証するという、リピートセールス

法を用いた既往研究も存在する。詳細は白川 注

参照。

であることに留意し、空間データ特有のバイアス

を考慮した分析を行っている。空間的依存性の考

慮にはいくつかの方法があるが、既往研究におい

ては、二段階推定を行う、あるいは空間計量経済

モデルを導入することで対処するものがみられる。

日本での実証研究

日本を対象に、水災害リスクが不動産価格に与

える影響を見ている研究においては、浸水想定区

域、浸水実績が、水災害リスクの指標として用い

られることが多い。以下、順番に各実証研究の結

果を見ていく。

浸水想定区域による影響

水災害リスクの指標として、洪水による浸水想

定区域を見ている研究では、いずれも浸水想定区

域内において不動産価格に負の有意な影響がある

ことを示している。

齋藤 は、首都圏の河川流域を対象に、浸

水想定区域での住宅地の公示地価をヘドニックア

プローチにより分析し、浸水想定区域と地価が負

の関係にあることを明らかにしている。岡川他

は、東京都区部を対象に、東京都洪水ハザ

ードマップの予想浸水区域に含まれている地点の

地価が低下していること、地価の低下は、高い建

物を建てることのできる土地ほど、あるいは容積

率規制値の高い土地ほど大きいことを明らかにし

ている。齊藤他 は、名古屋市を対象に、ハ

ザードマップでの浸水深がより深い地域ほど公示

地価が下がることを明らかにしている。羽鳥・井

上 は、名古屋市を対象に、浸水想定区域で

は水害の発生に関わらず地価が安く、水害発生に

よる明確な変化もないことを明らかにしている。

小出他 は、全国の公示地価データをもとに、

ハザードマップが示す客観的な水害リスクは地価

を押し下げ、また水害リスクの上昇は地価を低下

させることを明らかにしている。

他方で、森他 は、滋賀県を対象に、想定

最大浸水深は都道府県地価調査の地価に正に作用

するものの、その有意性は低く、水害リスクの情

報提示が地価に与える影響は極めて小さいと結論
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以降で紹介する既往研究の多くは、このヘドニ

ックアプローチに立っている。近年の の普及

は、位置情報を持った不動産価格データと水災害

リスクエリアとを空間結合することによって、当

該不動産の価格と水災害リスク情報とを紐づける

ことを容易にしている。

差の差法

次に、水災害の発生や施策の実施など、特定の

イベント前後での不動産価格への影響の比較を行

うための、差の差

法の導入である。差の差法では、着目する災害リ

スクエリア内の価格データを処置群、それと比較

対象にする価格データを統制群とみなし、何らか

のイベントの前後で処置群にのみ有意な価格差が

見られたとき、その災害リスクは不動産価格に影

響を有しているとみなされる。理想的には、全く

同じ不動産で、例えばハザードマップを公開した

場合とハザードマップを公開しなかった場合との

間で当該不動産の価格差が検証できれば、他の除

外変数によるバイアスを完全にコントロールでき

る。しかしながら、現実社会を対象とする社会科

学では、時間を巻き戻してハザードマップの公開

非公開を変えることなど到底できず、そうした実

験科学のような厳密さは実現不可能である。その

ため、統制群には、災害リスクエリア外の価格デ

ータを、例えば駅からの距離や面積、用途地域の

種別などの要因をコントロールして用いるのが通

例である。災害リスクエリア内外の、他の条件が

ほぼ同一の不動産同士で比較した場合の価格差を

求めることによって、不動産価格への影響を比較

することができるようになる。

空間的依存性の考慮

加えて、一部の研究においては、そもそも不動

産価格データというものが、価格と共に不動産の

立地、位置に関する情報を持っている空間データ

 
4 数は少ないが、同じ物件が複数回取引されたときの状

況の違いによる価格差に着目して、災害リスクの変化に

よる価格への影響を検証するという、リピートセールス

法を用いた既往研究も存在する。詳細は白川 注

参照。

であることに留意し、空間データ特有のバイアス

を考慮した分析を行っている。空間的依存性の考

慮にはいくつかの方法があるが、既往研究におい

ては、二段階推定を行う、あるいは空間計量経済

モデルを導入することで対処するものがみられる。

日本での実証研究

日本を対象に、水災害リスクが不動産価格に与

える影響を見ている研究においては、浸水想定区

域、浸水実績が、水災害リスクの指標として用い

られることが多い。以下、順番に各実証研究の結

果を見ていく。

浸水想定区域による影響

水災害リスクの指標として、洪水による浸水想

定区域を見ている研究では、いずれも浸水想定区

域内において不動産価格に負の有意な影響がある

ことを示している。

齋藤 は、首都圏の河川流域を対象に、浸

水想定区域での住宅地の公示地価をヘドニックア

プローチにより分析し、浸水想定区域と地価が負

の関係にあることを明らかにしている。岡川他

は、東京都区部を対象に、東京都洪水ハザ

ードマップの予想浸水区域に含まれている地点の

地価が低下していること、地価の低下は、高い建

物を建てることのできる土地ほど、あるいは容積

率規制値の高い土地ほど大きいことを明らかにし

ている。齊藤他 は、名古屋市を対象に、ハ

ザードマップでの浸水深がより深い地域ほど公示

地価が下がることを明らかにしている。羽鳥・井

上 は、名古屋市を対象に、浸水想定区域で

は水害の発生に関わらず地価が安く、水害発生に

よる明確な変化もないことを明らかにしている。

小出他 は、全国の公示地価データをもとに、

ハザードマップが示す客観的な水害リスクは地価

を押し下げ、また水害リスクの上昇は地価を低下

させることを明らかにしている。

他方で、森他 は、滋賀県を対象に、想定

最大浸水深は都道府県地価調査の地価に正に作用

するものの、その有意性は低く、水害リスクの情

報提示が地価に与える影響は極めて小さいと結論

づけている。ただし、この研究が用いているのは

滋賀県の「知先の安全度マップ」における

年確率（ 年に一度の確率で降ることが予想され

る雨）の地点であり、用いるリスク情報の違いや

地域要因を考慮したときに同様の結果が維持され

るかどうかは不明である。

水災害リスクの指標として、津波による浸水被

害の想定区域を見ている研究となると、数は少な

い。東野他 は、大分県佐伯市を対象に、津

波の想定浸水深が深いほど地価が低下することを

明らかにしている。染岡・有村 は、広島市

を対象に、土砂災害、洪水、津波リスクが地価に

与えた影響を検証しており、津波リスクに関して

は、土砂災害の発生後に価格への反映が消失して

地価が上昇したことを明らかにしている。

浸水実績による影響

水災害リスクの指標として、洪水による浸水実

績を見ている研究では、一部の研究を除き、浸水

想定区域と同様に、浸水被害のあった地域内にお

いて不動産価格に負の有意な影響があることを示

している。

横森他 は、世田谷区を対象に、 ～

の 水害による地価への負の影響を明らかに

し、その効果は発生地点からの距離で減衰し、

ｍを超える範囲ではほぼなくなることを明らかに

している。 は、名古屋の新川

流域を対象に、浸水区域内の地価が他よりも低く、

またばらつきが小さいことを明らかにしている。

前述の齋藤 は、浸水実績のある区域での住

宅地の公示地価も分析しており、過去の浸水実績

と地価には強い負の相関がみられ、しかも過去

年間の浸水回数が多くなるほど地価への負の影響

が大きいことを明らかにしている。岩橋他

は、奈良県の大和川の 、 、 年の水害

を対象に、水害の頻度よりも浸水深の方が地価へ

の影響が大きいことを明らかにしている。井上他

は、神田川流域での内水・外水氾濫浸水履

歴を対象に、内水氾濫履歴地域周辺では東日本大

震災以降において取引事例の地価が下落している

ことを明らかにしている。氏原他 は、茨城

県常総市での平成 年 月豪雨前後の住民基本台

帳人口の変動を算出し、豪雨の前後で浸水地域の

地価が 円程度下落したことを明らかにして

いる。前述の小出他 は、過去 年間の水

害被害の経験回数も地価を押し下げることを明ら

かにしている。

他方で、市川他 は、大阪府寝屋川流域を

対象に、水害後の地価の低下が見られなかったこ

とを明らかにしている。

実証研究における他の要因による影響

以上のように、水災害リスクを浸水想定区域で

見る実証研究、浸水実績で見る実証研究のいずれ

においても、水災害リスクが不動産価格の低下を

もたらすことを明らかにするものが大半である。

ただし、その影響の大きさは各々異なるほか、影

響がみられない、あるいは反対に価格を上昇させ

るとの結果を示している実証研究も見られる。

こうした分析結果の違いの背景には、以下に挙

げる諸要因の影響があると考えられている。

親水アメニティによる影響

第一に、親水アメニティによる影響が挙げられ

る。水災害リスクの高い水際では、同時に水辺に

近いことによる親水アメニティがもたらす不動産

価格の上昇効果が存在する可能性が考えられる。

前述の岡川他 では、浸水リスク要因を除

いた河川の外部効果が正であることを明らかにし

ている。

親水アメニティによる影響は、例えば水際から

の距離など、水辺への近接性をコントロールする

変数を用意することで検証が可能である。

時間経過による影響

第二に、時間経過による影響である。ここまで

の議論は、ある一時点における水災害リスクが不

動産価格に与える影響を想定している。しかしな

がら、現実にはハザードマップの作成と公表、あ

るいは水害の発生からデータの取得時点までの時

間経過は、実証研究ごとに、あるいはデータセッ

トごとにまちまちである。水災害のように発生頻

度が低い事象においては、人々は、記憶に残る直
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近の災害をもとに発生確率を主観的に評価するこ

とから、特定のイベントにより人々のリスク認識

が上方修正されて不動産価格が低下するというの

が、利用可能性ヒューリスティック

に基づく理解である。この議論に

基づけば、時間経過によって、水災害リスクが不

動産価格に与える影響が低減する可能性が考えら

れる。

前述の岩橋他 は、水害の影響が地価や土

地利用に顕在化するには時間がかかることを示し

ている。羽鳥・井上 は、近年になればなる

ほど、浸水想定区域が価格に与える負の影響が大

きくなっていることを明らかにしている。小出他

は、ハザードマップ更新が地価に反映され

るプロセスにはラグがあることを明らかにしてい

る。

浸水想定と浸水実績の関係性

第三に、浸水想定と浸水実績の相互の関係であ

る。浸水想定は、主に政府機関が評価して提供す

る水災害リスク情報である一方で、浸水実績は、

そうしたリスクが顕在化された、建物などへの直

接の浸水被害の指標となる。両者はいずれも不動

産価格に影響を与えるものであり、上記に見てき

た実証研究がこれを示している。この両者の影響

が合わさった場合の不動産価格への影響について

は、実際の浸水被害の発生によって浸水リスクが

顕在化して価格を下げる可能性も、あるいは逆に

過大な確率評価が修正されて価格が上昇する可能

性も考えられる。

浸水想定と浸水実績の両方を同時に考慮してい

る実証研究のうち、齋藤 は、両者を別々に

検証しており、両者が合わさった場合の影響を検

証していない。羽鳥・井上 は、両者の減価

を比較し、個々の被害区域よりも浸水想定区域の

方が価格に与える影響が大きいことを明らかにし

ている。小出他 は、両者を一つのヘドニッ

ク関数で評価し、ハザードマップ上のリスクが同

 
海外の実証研究は、水害リスクによる不動産価格の低

下が、水害の発生直後に過大に、時間経過により過小に

なることを示している。詳細は白川 参照。

じでも、水害の頻度が高いと地価がより大きく下

がる傾向にあり、またハザードマップ上のリスク

が変化した場合の地価の変動が限定的であること

を明らかにしている。

筆者が名古屋市の公示地価を対象に行った実証

研究 白川 では、想定浸水深 以上の

区域内において水害発生後に有意な地価の低下が

見られた一方で、実際の浸水の有無による有意差

は見られなかった。上に挙げた既往研究も含め、

実証研究から得られた知見としては、浸水被害は

不動産価格に直接影響を与えるというよりも、浸

水被害の発生を通じて、実際の被害の有無に関わ

らず全員の水害リスク認識を修正し、浸水想定区

域の公表による不動産価格への影響を顕在化させ

ているという関係にあると考えられる。

水災保険の存在による影響

第四に、水災保険の存在である。今までの議論

の前提となっていた不動産価格への水災害リスク

の反映に際しては、実際に浸水被害が発生した場

合の期待被害額と同時に、被害が生じた場合に支

払われる保険金、普段支払っている保険料もまた

同時に反映され得る。実際、米国での実証研究の

中には、特別浸水想定区域（ ）内で住宅ロー

ンを借りる場合の洪水保険の強制付保の制度があ

ることを前提に、区域内外での売買価格の差を、

洪水保険プレミアムの代替指標として用いている

研究も見られる。

日本の場合、水災保険への加入は義務化されて

おらず、立地する場所の水災害リスクが保険加入

の有無と関連しているとは限らないため、水災害

リスクエリア内外での価格差と水災保険との関係

性は単純ではない。水災保険に関する実証研究は、

保険の加入未加入をアンケート調査ベースで集計

するものが多く、不動産価格との関係を見る実証

研究はほとんど見られない。
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近の災害をもとに発生確率を主観的に評価するこ

とから、特定のイベントにより人々のリスク認識

が上方修正されて不動産価格が低下するというの

が、利用可能性ヒューリスティック

に基づく理解である。この議論に

基づけば、時間経過によって、水災害リスクが不

動産価格に与える影響が低減する可能性が考えら

れる。

前述の岩橋他 は、水害の影響が地価や土

地利用に顕在化するには時間がかかることを示し

ている。羽鳥・井上 は、近年になればなる

ほど、浸水想定区域が価格に与える負の影響が大

きくなっていることを明らかにしている。小出他

は、ハザードマップ更新が地価に反映され

るプロセスにはラグがあることを明らかにしてい

る。

浸水想定と浸水実績の関係性

第三に、浸水想定と浸水実績の相互の関係であ

る。浸水想定は、主に政府機関が評価して提供す

る水災害リスク情報である一方で、浸水実績は、

そうしたリスクが顕在化された、建物などへの直

接の浸水被害の指標となる。両者はいずれも不動

産価格に影響を与えるものであり、上記に見てき

た実証研究がこれを示している。この両者の影響

が合わさった場合の不動産価格への影響について

は、実際の浸水被害の発生によって浸水リスクが

顕在化して価格を下げる可能性も、あるいは逆に

過大な確率評価が修正されて価格が上昇する可能

性も考えられる。

浸水想定と浸水実績の両方を同時に考慮してい

る実証研究のうち、齋藤 は、両者を別々に

検証しており、両者が合わさった場合の影響を検

証していない。羽鳥・井上 は、両者の減価

を比較し、個々の被害区域よりも浸水想定区域の

方が価格に与える影響が大きいことを明らかにし

ている。小出他 は、両者を一つのヘドニッ

ク関数で評価し、ハザードマップ上のリスクが同

 
海外の実証研究は、水害リスクによる不動産価格の低

下が、水害の発生直後に過大に、時間経過により過小に

なることを示している。詳細は白川 参照。

じでも、水害の頻度が高いと地価がより大きく下

がる傾向にあり、またハザードマップ上のリスク

が変化した場合の地価の変動が限定的であること

を明らかにしている。

筆者が名古屋市の公示地価を対象に行った実証

研究 白川 では、想定浸水深 以上の

区域内において水害発生後に有意な地価の低下が

見られた一方で、実際の浸水の有無による有意差

は見られなかった。上に挙げた既往研究も含め、

実証研究から得られた知見としては、浸水被害は

不動産価格に直接影響を与えるというよりも、浸

水被害の発生を通じて、実際の被害の有無に関わ

らず全員の水害リスク認識を修正し、浸水想定区

域の公表による不動産価格への影響を顕在化させ

ているという関係にあると考えられる。

水災保険の存在による影響

第四に、水災保険の存在である。今までの議論

の前提となっていた不動産価格への水災害リスク

の反映に際しては、実際に浸水被害が発生した場

合の期待被害額と同時に、被害が生じた場合に支

払われる保険金、普段支払っている保険料もまた

同時に反映され得る。実際、米国での実証研究の

中には、特別浸水想定区域（ ）内で住宅ロー

ンを借りる場合の洪水保険の強制付保の制度があ

ることを前提に、区域内外での売買価格の差を、

洪水保険プレミアムの代替指標として用いている

研究も見られる。

日本の場合、水災保険への加入は義務化されて

おらず、立地する場所の水災害リスクが保険加入

の有無と関連しているとは限らないため、水災害

リスクエリア内外での価格差と水災保険との関係

性は単純ではない。水災保険に関する実証研究は、

保険の加入未加入をアンケート調査ベースで集計

するものが多く、不動産価格との関係を見る実証

研究はほとんど見られない。

．土地利用からの水災害リスク評価の課題

水災害リスクを土地利用の側面から捉える際、

水災害リスクエリア内の人口を指標とする方法で

は、水災害がもたらした結果を見ることができて

も、その結果をもたらしている仕組み、背景要因

を理解することが難しい。水災害リスクに関する

実証研究の多くは、そうした要因の一つとして、

不動産価格に着目することで、水災害リスクの差

異による影響を可視化しようと試みている。

ただし、不動産価格に着目する方法は、価格を

通じた市場による評価を確認することができても、

それが個人のリスク認識のレベルにおいてどのよ

うに形成されているかまで明らかにすることはで

きない。例えばハザードマップによる情報提供の

効果は、ハザードマップを見る個人の認識、理解

の程度によって異なってくると考えられる。ある

いは、そのハザードマップが重要事項説明などで

不動産仲介業者から説明されるのか、または当該

不動産を購入しようとする個人自ら調べて確認す

るかによっても、その理解度は異なってくる可能

性がある。さらに、ハザードマップを作成した政

府機関をどれほど信用するか、あるいは他者がど

れほど認知していると認識するかといった点でも、

個人による受け止め方の差異が生じうる。

加えて、市場メカニズムのもとで水災害リスク

の高い地域の不動産価格が下がることが、人口に

与える影響も考慮する必要がある。水災害リスク

が反映されて不動産価格が下がると、リスクを過

小評価する人々が、価格が安いことを理由に流入

する可能性がある 山崎・中川 。水災害リ

スクによる影響を土地利用の側面から理解する上

では、これら諸要因間の関係もあわせて考慮する

必要がある。
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